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【要旨】 
冬期歩行空間における転倒事故を防止する上で転倒の危険性を把握することは重要である。本研究では、スマー

トフォンの加速度センサを用いた転倒危険箇所検出手法を開発するとともに、札幌市内においてスマートフォン

の歩行挙動データを収集し、転倒危険箇所を安価かつ簡単に検出が可能であるか検証実験を行った。その結果、

スマートフォン搭載加速度センサを用いることで計測者の年齢等を問わず転倒危険度を計測できること、住民協

働等により歩行挙動データを多数収集することで転倒危険箇所を安価・詳細かつ広域にわたり検出できる可能性

があることが明らかになった。 
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1.  はじめに 
積雪・凍結路面における歩行者の転倒事故は積雪寒

冷地域を中心に多数発生しており、高齢化の進展に伴

い転倒事故件数は増加傾向にある 1)。冬期に転倒が発

生しやすい箇所（転倒危険箇所）の出現状況は天候や

周辺の建築物の有無、歩行者交通量の多寡などにより

時々刻々と変化すると考えられるが、転倒危険箇所の

出現状況を把握することが出来れば重点的な除雪・防

滑材散布による路面状態の改善や歩行時のルートや靴

等の選定、転倒危険箇所での注意深い歩行など道路管

理者・道路利用者の双方にとって転倒防止に役立つと

考えられている 2)。このため、既往の研究では様々な

手法により冬期歩行空間の転倒危険度評価が試みられ

ている。 

冬期歩行空間における転倒危険度評価の方法として、

橋本 3)、4)は札幌市消防局によって記録された冬期の転

倒による救急搬送発生件数データを用いて転倒事故発

生傾向の分析を行っている。また、新谷ら 5)は消防局

によって記録された救急搬送発生件数データを用いて

転倒事故発生傾向の分析を行うとともに定点ビデオカ

メラ撮影により、救急搬送に至らない転倒事故発生状

況の把握を行った。これらの救急搬送データを用いた

歩行危険箇所の把握手法は転倒発生地点や時刻に加え

て転倒者の性別・年齢など詳細な情報が得られる長所

がある一方で、救急搬送に至らない転倒の発生や転倒

に至らないスリップ等の事象を捕捉することはできな

いほか、リアルタイムな歩行危険箇所の検出や転倒危

険度の評価を行うことは困難である。 
冬期歩行空間における転倒危険度のリアルタイムな

把握手法としては、札幌市における紺野らの事例6)が

存在する。本事例はボランティアの目視による路面状

態データおよび路面状態撮影による画像データを収

集・集計し、札幌市内歩道のすべり易さを区（中央区、

豊平区等の10区）毎に算出することで転倒危険度のリ

アルタイム把握を可能としている。一方、本事例では

計測地点での手作業による路面状態の報告が必要であ

りボランティアの負担が大きいこと、報告される路面

状態は各ボランティアの主観に左右されること、定点

での路面状態報告結果を用いているため客観的かつ線

的・面的な危険度評価は困難であることが課題として

挙げられる。 
また、車道における路面状態計測手法に着目すると、

牽引式装置を用いた路面すべり抵抗値の線的計測手法
7)や光波の反射を用いた非接触式の路面状態判別手法
8)などが提案されており、これらの手法を用いること

で路面状態を定量的、リアルタイムかつ広域にわたり

把握することが可能となっている。しかしながら、こ

れらの手法で用いる計測装置は大型または高価であり、

これらを多数導入して歩行空間における転倒危険度の

評価に用いることは困難である。 
本研究は上記の課題を解決し、冬期歩行空間の転倒

危険度を定量的、リアルタイムかつ広域にわたり安価
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に把握する手法を開発することを目的とする。 
 

2.  スマートフォンを用いた冬期歩行空間の転倒危険

度評価手法の開発 
スマートフォンは一般に広く普及しており取り扱い

が容易かつ様々なセンサ類を内蔵している。中でも加

速度センサおよびGPSはスマートフォンの基本的な機

能である端末の向きに合わせた画面の回転や現在位置

の把握を実現する上で必要不可欠であるためほぼ全て

の機種に搭載されている。また、スマートフォンは通

信機能を有するため、各種センサで自動的に得た計測

値をリアルタイムに送信することも容易である。本研

究ではこれらスマートフォンの特徴に着目し、スマー

トフォン搭載加速度センサを用いて歩行挙動を取得し、

住民協働などにより多数の計測者から得られた歩行挙

動データを用いて冬期歩行空間の転倒危険箇所を検出

する手法を提案する。以下に転倒危険箇所の検出方法

を示す。 
本研究では歩行加速度データから加速度スペクトル

（Acceleration Spectrum；歩行加速度のうち任意の周波

数帯域における加速度の大きさ、以下 AS）を算出して

歩行挙動の規則性を周波数帯域毎の振幅で表現し、転

倒危険度の評価に用いる。 
歩行加速度データから算出されたASは路面状態に

応じて異なる傾向を示す。非積雪路面では、規則的な

歩行挙動により加速度変化の周期はほぼ一定となるた

め、ASは特定の狭い周波数の範囲で大きくなる（図-

1(a)）。一方で、凍結路面では不規則な歩行挙動により

加速度変化の周期も不規則となるためASのピーク値

は非積雪路面のそれと比較して小さくなる（図-1 (b)）。
さらに、スリップ時や転倒時は急激な姿勢変化が発生

するため、ASは平常歩行時と比較して高い周波数帯で

も大きくなる（図-1 (c)）。また、転倒危険度の評価に

ASを用いるとスマートフォン搭載加速度センサのオ

フセット誤差（加速度計測値に定常的に発生する誤差）

による影響を受けないため、スマートフォンの機種や

端末毎の加速度センサの精度が転倒危険度の評価に与

える影響を小さくすることが可能になる。これらのこ

とから、冬期歩行空間の転倒危険度はASのうち振幅が

大きい周波数帯の成分が全周波数帯の振幅に占める比

で表すことが可能になる。例えば、積雪が存在しない

条件下では図-1 (a)のように特定の狭い周波数帯にAS
の成分が集中するため、ASのうち振幅が大きい周波数

帯の成分が全周波数帯の振幅に占める比率は大きくな

る。対照的に、凍結路面では図-1 (b)のようにASのピー

クは不明瞭となるため、ASのうち振幅が大きい周波数

帯の成分が全周波数帯の振幅に占める比率は小さくな

る。 
本研究では、歩行中の任意の時刻 t における転倒危

険度を求めるために、一定時間毎に取得した歩行加速

度データのうち t から k 個前のデータを起点、 t か
らk-1個後のデータを終点とした2k個のデータを用い

て高速フーリエ変換を行う。これにより、歩行加速度

の周波数帯毎の振幅の大きさ（AS）を求める。本提案

手法では、現在広く使用されているスマートフォンの

うち初期に発売された機種の加速度サンプリング周波

数が100Hz程度である9)ことを踏まえ、歩行加速度のサ

ンプリング周波数を50Hzとすることでスマートフォ

ンの機種や性能に依存せず歩行挙動を計測できるよう

考慮した。高速フーリエ変換は256個のデータ（k =128）
を用いて行い、計算量削減のため高周波領域のASを歩

行安定度の計算から除外、すなわちASのうち1番目か

ら 番目に周波数帯が小さいデータを用いてその後の

計算を行った。なお、本研究では =32とした。歩行安

定度は、ASの各周波数帯の成分のうち1番目からm番

目に振幅が大きい成分の和を求め、ASの各周波数帯の

振幅の和で除することで指標化した（ただし、n≧m）。

すなわち、 

      =  /          (1) 

ここに、 ：t を中心とした5.12秒間における歩行安定

度、 ：ASのうちi 番目に振幅が大きい周波数帯

における振幅の大きさ(m/sec2)、および ：ASのう

ちj 番目に振幅が大きい周波数帯における振幅の大き

さ(m/sec2)である。歩行安定度は0から1の間の値を取り、

値が小さい場合は歩行が不安定であり転倒危険度が高

いことを表す。本研究では、規則的な歩行をしている

場合でも生じる歩行周期のわずかな変化や高調波の発

生を考慮し、ASのうち1番目から4番目に振幅が大きい

 
図-1 路面状態・歩行状態と 

加速度スペクトル(AS)の関係 
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周波数帯の成分を用いて歩行安定度を算出した（  = 
4）。以上の手法を用いると、歩行者の年齢や性別、計

測に使用する端末機種などの影響を低減しつつ歩行安

定度を計測することが可能となる10)。また、 このよう

にして得られた歩行安定度データは、GPSによる1秒毎

測位結果および時刻情報と紐づけることで、歩行経路

上の歩行安定度の空間分布データを生成した。 
 
3.  冬期歩行空間の転倒危険度情報配信システム開発 
図-2に本研究で構築した歩行挙動データ収集、集計

および転倒危険箇所の可視化システム（以下、転倒危

険箇所検出システム）の概要を示す。本研究では、2．
で計測・算出した歩行安定度データをスマートフォン

のモバイル回線または wifi により Web サーバーに送

信することで転倒危険箇所に関するデータの収集を

行った。本研究では住民協働等により不特定多数の歩

行者が歩行挙動計測を行うことを想定し、歩行挙動計

測用のアプリケーションとしてネイティブアプリケー

ション（端末にインストールして使用するアプリケー

ション）に加えて Web アプリケーション（Web ブラウ

ザ上で動作するアプリケーション）を開発した。また、

歩行安定度データの収集方式は計測終了時にデータを

まとめて送信する方式のほかに、歩行挙動計測中に

データを逐次サーバーに送信するリアルタイムな収集

方式を開発した。 
スマートフォンで計測された歩行安定度データは

データ集計・集計結果表示用サーバーにアップロード

されたのち、歩行安定度計測結果を集計し転倒危険度

の判別を行った。転倒危険度は各エリアで計測された

歩行安定度の最頻値を用いて表現した。 
その後、転倒危険箇所情報を Web サイト上に表示し

た。Web サイトでは不安定な歩行の出現率グラフ形式

で表示する機能のほか、転倒危険度の空間分布を地図

上に表示する機能を実装した（図-3）。これらの情報は

PC およびスマートフォンの両方から閲覧可能なもの

とすることで外出先などからも転倒危険箇所情報を確

認できるようにした。 
 

4.  住民協働を想定した冬期歩行空間の転倒危険度情

報収集実験 
本研究では、令和元年度、令和 2 年度および令和 3 年

度の札幌市内の屋外歩行空間を対象として、スマート

フォンを用いて転倒危険箇所を安価かつ広域にわたり

検出することが可能であるか検証実験を行った（図-4）。

以下に実験方法の詳細を示す。 

4.1 実験の方法 
4.1.1 歩行挙動および路面雪氷状態データの収集 
本実験では住民協働を想定して、札幌市および札幌

市周辺市町村在住の被験者（令和元年度：30 名、令和

2 年度：約 40 名、および令和 3 年度：約 80 名）の歩

行時における加速度および位置情報をスマートフォン

により収集した。被験者は実験実施期間（令和元年度、

令和 2 年度および令和 3 年度の 12 月上旬から翌年 2

 

図-2 本研究で構築した歩行挙動データの収集、集計

および転倒危険箇所の可視化システム 

 
図-3 Webサイト上での転倒危険度地図表示機能 

 

図-4 転倒危険度情報収集実験の方法 
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月下旬）において屋外で歩行を開始する際に計測用ア

プリケーションを用いて計測開始操作を、歩行を終了

する際に計測終了操作をそれぞれ行うことで、歩行中

の加速度および位置情報の計測を行った。実験中のス

マートフォン保持位置は胸ポケット、腰ポケット、ズ

ボンポケット、ハンドバッグまたはリュックサックの

いずれかとした。また、個人情報保護のため歩行起終

点から一定距離以内のデータ収集は行わなかった。 
本実験では、実験実施者（寒地土木研究所）からの

貸し出し端末（ASUS Zenfone 3 Max ZC520TL および

Zenfone 4 Max ZC520KL）のほか、各被験者が所有する

端末（Android OS および iOS 搭載スマートフォン）を

用いて歩行挙動の計測を行った。 
なお、本実験の参加応募者には事前に実験内容を説

明し、実験参加の同意を得ている。 
4.1.2 転倒危険箇所の検出可能性検証 
本研究では、4.1.1 で示した方法により計測した歩行

挙動データにより、転倒危険箇所の検出可能性につい

て検証を行った。本検証では、歩行挙動データと自己

転倒による救急搬送の発生位置および発生日時情報を

結び付け、歩行挙動データから算出される歩行安定度

と自己転倒による救急搬送発生件数に関連が見られる

か分析した。具体的には、歩行安定度の計測データが

救急搬送の発生時刻に対して前後 60 分以内、かつ救

急搬送の発生地点から 150 m 以内に観測されたもの、

つまり時空間的近傍に救急搬送事例がある場合(以下、

A 群とする)と、それ以外(以下、B 群とする)に計測デー

タを分類した。その後、表-1 に示す A 群および B 群

の二群間について歩行安定度の出現状況を集計し、両

群の歩行安定度出現状況を比較した。なお、本検証は

図-5 に示す 2 つの領域（札幌駅-大通公園間および札

幌駅-すすきの間）について、平成 30 年度から令和 2
年度に得られた歩行挙動データおよび救急搬送発生位

置および発生日時情報を用いて行った。 
4.1.3 転倒危険度情報配信システムの処理性能および

保守性検証 
本研究では、一般に広く使用されている機器やサー

ビスを用いて3.で述べた転倒危険箇所検出システムを

構築し、安価なシステムで広域にわたる転倒危険箇所

の検出が可能であるか検証を行った。実験では、図-2

のうちデータ集計・集計結果表示用サーバーに一般的

なレンタル Web サーバ（ディスク容量 100GB）を用い

て転倒危険度情報配信システムを構築した。実験期間

中は本システムを終日稼働させ、歩行挙動データの処

理時間、保守管理の頻度や所要時間などを記録し、本

 
図-5 転倒危険箇所 検出可能性検証の対象範囲 

(左：札幌駅-大通公園間、、右：札幌駅-すすきの間) 

 

図-6 札幌市における歩行挙動計測結果の空間分布 

 

表-1 歩行挙動データのポイント数 

エリア A 群 B 群 
札幌―大通間 558 22931 

札幌―すすきの間 849 83955 
 

 

図-7 札幌駅付近における歩行挙動計測結果の空間分布 

札幌駅 

すすきの駅 

琴似駅 

新札幌駅 

琴似駅 

札幌駅 

←低 歩行安定度 高→ 

←低 歩行安定度 高→ 
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システムが実用に耐えうるものであるか考察した。 
4.2 実験の結果および考察 
4.2.1 歩行挙動データの計測結果 
本実験では 4.1.1 に示す方法で歩行挙動データの計

測を行い、令和元年度は約 1140km、令和 2 年度は約

3320kmおよび令和 3年度は約 2170kmの歩行挙動デー

タおよび歩行安定度の空間分布データを得た。図-6お

よび図-7 は札幌市および札幌駅付近における計測結

果の空間分布を歩行安定度毎に色分けして示す。なお、

計測結果空間分布の線の太さは計測データ数を示す。

本実験では札幌市中央区、豊平区や白石区などにおい

て多数の計測が行われた。これらの地区では主に幹線

道路において同一時間帯に複数の被験者による計測が

行われたほか、生活道路などの歩行者交通量が少ない

区間においても多くの計測が行われ、従来の手法と比

較して非常に詳細なデータを得ることができた。一方

で、西区や東区の北部などでは計測データ数は少なく、

地区により得られた計測データ数は大きく異なった。

これは各被験者の日常生活における行動範囲に起因す

るものであり、更に多数の歩行挙動データを得ること

が出来ればより広域における転倒危険箇所検出が可能

になると考えられる。 
4.2.2 歩行安定度と自己転倒による救急搬送発生状況

の関係 
表-2、図-8および図-9に札幌駅-大通公園間および札

幌駅-すすきの間の分析対象範囲で計測された歩行安

定度の統計的指標と出現頻度分布をA群およびB群の

それぞれについて示す。札幌駅-大通公園間および札幌

駅-すすきの間の分析対象範囲では、時空間的近傍に救

急搬送事例があるA群とそれ以外であるB群の二群間

のT検定から求めたP値は共に0.01未満であり、二群間

の歩行安定度には有意な差がみられた。歩行安定度の

 
図-8 札幌―大通間における歩行安定度の出現頻度（左：A群，右：B群） 

 
図-9 札幌―すすきの間における歩行安定度の出現頻度（左：A群，右：B群） 
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平均値は、A群はB群に対して札幌駅-大通公園間では

0.043、札幌駅-すすきの間では0.032ほど小さな値と

なった。同様に、A群はB群に対して歩行安定度の出現

分布は全体的に低いことがわかる。一方で、歩行安定

度の標準偏差はA群よりもB群で大きくなった。救急搬

送事例がなかったB群については、転倒に大きな影響

を与えないシャーベット路面や乾燥路面などが出現し

ていたと予想される。シャーベット路面や乾燥路面に

おける歩行安定度は差が大きくなるため、すべりやす

い氷板路面が主に出現していたA群と比較し標準偏差

が大きくなったと考えることができる。以上の結果よ

り、救急搬送者が発生するようなすべりやすい路面に

おいては、スマートフォンの加速度センサから得られ

る歩行安定度は有意に低下することが示された。 
4.2.3 転倒危険度情報配信システムの処理性能および

保守性 
図-10は令和4年1月における転倒危険度情報配信シ

ステムへのアクセス状況（上段：1日当たりWebページ・

ファイルへのアクセス数（件）、中段：1日当たり延べ

訪問者およびユニーク訪問者数（人）、下段：ファイル

転送量(KB)）を示す。本システムへのアクセス状況は

天候や曜日等の影響を受け大きく変動し、1日当たりの

Webページ・ファイル等へのアクセス数は平均で3,700、
最大で17,900程度であった。一方で、1日当たりのファ

イル転送量は平均で50MB、最大で500MB程度であり、

本システムを廉価なレンタルWebサーバー上などに構

築した場合でも支障が生じない程度の転送量となった。 
本システムは、令和3年度の運用期間中（令和3年12

月1日～令和4年2月28日）はシステム障害等による運用

中断は発生しなかった。また、歩行挙動計測結果のアッ

プロードから転倒危険度の算出、転倒危険箇所情報の

配信までに要する処理時間はおおむね10秒程度であり、

歩行挙動データ処理の遅延などの問題も発生しなかっ

た。他方、本システムは運用期間を通して特段のメン

テナンス作業は必要としなかった。 
以上の結果より、本研究で開発した転倒危険度情報

配信システムを用いると、一般的なレンタルWebサー

バーを用いて安価かつ簡単に路面の 推定や 推定結

果の集計・配信を実現できる可能性があることが明ら

かとなった。 
 

5.  まとめ 
本研究では、スマートフォン搭載センサの計測値を

住民協働などにより多数収集し、転倒危険箇所を安価

かつ広域にわたり検出する手法およびシステムを構築

した。加えて、上記手法で得られた転倒危険箇所と実

際の転倒事故発生状況の関係を明らかにすることで、

転倒危険箇所を安価かつ広域にわたり検出可能である

か検証を行った。以下に得られた知見を列挙する。 
 

 一般に広く普及しているスマートフォンを用

いて複数人からデータを収集することで、従来

の手法と比較して時間的・空間的に非常に詳細

な歩行挙動データ（転倒危険箇所の検出に利用

可能なデータ）を得られることを示した 
 転倒による救急搬送が発生している条件下で

は、スマートフォン計測による歩行安定度が優

位に低下した。これにより、本研究で提案した

手法によって転倒の危険性が高い箇所を検出

できる可能性が高いことが明らかとなった 
 本実験で使用した転倒危険度情報配信システ

ムは良好な処理性能、稼働率および保守性を有

することを確認した。また、本システムは一般

的に入手が容易な機器・サービスを用いて非常

に安価に構築可能であることが示された 
 以上の結果より、住民協働などによって多量の

表-2 二群間の統計的指標 

 

エリア 代表値 A 群 B 群 
札幌駅―大通公園間 平均値 0.474 0.517 

 標準偏差 0.0608 0.0756 
 中央値 0.471 0.513 

札幌駅―すすきの間 平均値 0.489 0.5203 
 標準偏差 0.0705 0.0781 
 中央値 0.489 0.516 

 
図-10 転倒危険度情報配信システムへのアクセス状況 

（令和4年 1月）  

 

Webページ・ファイルへのアクセス数(件) 

延べ訪問者およびユニーク訪問者数(人) 

ファイル転送量(KB) 
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スマートフォンセンサ計測データを収集する

ことで、転倒危険箇所を安価、詳細かつ広域に

わたり検出できる可能性が高いことが明らか

となった 
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Abstract: It is important to understand slip risk and hazardous spot on winter walkway to prevent fall accident. In this study, 
we developed the measurement method of fall accident risk on winter walkway using smartphone sensors. In addition, we 
verified the possibility, usability and cost of hazardous spot detection in Sapporo city. As a result, this study clarified that there 
is possibility to detect slippery and hazardous spot on winter walkway with accelerometer in smartphone regardless of attribute 
of measurer (such as age). This study also clarified that our proposed method can detect area-wide slippery and hazardous spot 
on winter walkway inexpensively with large amount of sensor data by citizen coproduction. 
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